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◆全国調査の実施（H30.9）・・・⾏政側の体制は︖
Q7 地域包括ケアの推進に向けた都道府県による市町村支援にあたり、

貴県ではどのような体制上の⼯夫を講じられていますか︖（複数回答可）

◆関東信越厚生局管内都県に対する個別ヒアリング（H30.11-12）
10都県に対し、個別に推進支援体制と支援方法等についてヒアリングを実施。

1. ⻘森県、宮城県、⼭形県、福島県、栃木県、群馬県、埼玉県、⼭梨県、三重県、大阪府、島根県、
広島県、徳島県、⾼知県、佐賀県、⻑崎県、⼤分県、沖縄県

2. 北海道、⻘森県、宮城県、秋⽥県、⼭形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、富山県、
⼭梨県、滋賀県、和歌⼭県、島根県、広島県、⾼知県、福岡県、熊本県、⼤分県、⿅児島県

3. 北海道、群馬県、兵庫県、宮崎県

在宅医療・介護連携推進事業はH30年度より本格施⾏になったが、市町村では未だ試⾏錯
誤が続いている状況であり、引き続き推進支援が求められている。
→その時の推進⽀援体制は︖
都道府県のほか、パートナーである医師会と、どのようにタッグを組んでいるのか
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支援

市区町村

研修

運営支援

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

県医師会等
専門職団体

リーダーや

キーパーソン

都道府県

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

市区町村 市区町村

市区町村 市区町村

フォロー

きめ細やか・継続的な支援

保健所 郡市医師会等

地域の専門職団体

地域のリーダー

やキーパーソン

国
地方厚生局

連携・協⼒
支援

都道府県

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

➊
医介連携

部門

在宅医療

部門

➋

➍

➎

➏

➏

コーディネータ➏
➐

都道府県・市区町村の

中間層の支援基盤

教育・研究機関
（公⽴⼤学等）

➌

支援

たとえば・・
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概ね共通する事象 ポイントと考えられること

➊都県における在宅医療・介護連携推進担当と在宅医療担当のセクションが異なることは多く、各課
間の連携や情報共有が不足し、医療介護連携における全体的な県の推進力に欠ける場合がある。

� 組織内連携の問題

� 共通ビジョンの設定・提示が不十分

� ロードマップ等が不在

➋県内の推進支援体制に保健所の関わりが限定的である・位置づけ等が明確になっていない等の場
合、都道府県と市区町村間の中間層の支援基盤がないため、市区町村へのフォローが難しくなる。

（但し、担当者の属人的な関わりで行ってる場合もある）

� 保健所のコミットが確保できないと、圏域ごと

の実情を反映したフォローが難しい

➌県内教育機関等、学識に対する期待はあるが、県においてそのチャネルがない場合がある。
但し、学識に対する期待は、取り組みに対する並走支援やコーディネータ的な内容ではなく、それらは

自県内の確保を指向。一方、学識に求めることはデータ分析等専門技能やそれらに裏打ちされた視

点からの助言であり、それらを県外から確保することについても大きな抵抗はない。

� 主旨・内容をよく理解した学識の確保（当該

県以外の可能性有）が進まず、紹介等の

ニーズはある

� 自県内での人材育成への意識向上

➍都県にとって最大のパートナーとなりうる都県医師会とのタッグの強さは、各都県で違いがある。
また、県医師会とのチャネルは医療部門が担うことが多いことから、在宅医療・介護連携の介護担当

は関わりが薄い場合もある。

さらに、医師会以外の専門職団体も含む推進体制が確保できている所は少ない。

県は市区町村等に支援を行うことができる専門職のアドバイザーも確保したい気持ちはあるが、そうし

た話自体が団体とできていない場合がある。

� ➊に起因する等して、対応が一枚岩ではなく、
情報共有が進まない状況もみられる

� 委託の場合、共に取り組むパートナーシップと

ならず、医師会に頼ってしてしまう可能性高

� 一方で、県内専門職がアドバイザーとなって

いくことへの期待自体はある

� うまく進んでいる所は、医師会だけではなく福

祉系の団体もうまく取り組んだ体制である

➎同じ県内であっても、郡市医師会等の取り組み状況は異なる場合があり、県医師会等はそれらへの
働きかけ等を行う必要もある。

� 郡市医師会による違い、都県医師会による

フォローの必要

➏市町村間、都県間等、同じ団体間での協議のプラットフォーム（場）がなく、市町村の場合は都県に
対して、都県の場合は厚生局に対して、情報提供等ができるようなプラットフォーム提供の要望はある。

但し、先進的に取り組んでいると認識している都県等の場合、その要望は低い場合がある。

（但し、県から厚生局には政令市・中核市を広域に集めたPFの要望も有）

� プラットフォームの設置

➐基金で配置されている在宅医療推進のコーディネータ・市区町村の相談窓口の医療・介護連携推

進のコーディネータは、地域の推進力として重要なキーパーソンである。

都県としても資質向上を図るべき対象ではあるが、➊のようなセクションの異なり、➍のような状況等か
ら、うまく課題にアプローチできていない場合がある。

� コーディネータは事業推進・連携推進の鍵で

あり、その育成は市を支援する県、郡市医師

会を支援する県医師会の共通課題
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支援

市区町村

研修

運営支援

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

県医師会等
専門職団体

リーダーや

キーパーソン

都道府県

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

市区町村 市区町村

市区町村 市区町村

フォロー

きめ細やか・継続的な支援

保健所 郡市医師会等

地域の専門職団体

地域のリーダー

やキーパーソン

国
地方厚生局

連携・協⼒
支援

都道府県

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

➊
医介連携

部門

在宅医療

部門

➋

➍

➎

➏

➏

コーディネータ➏
➐

都道府県・市区町村の

中間層の支援基盤

教育・研究機関
（公⽴⼤学等）

➌

支援

関係性濃

保健所の関わりは高

県・県医師会他専門職との関係性濃

→地域へのきめ細かな支援は保健所

単位で実施できており、県・県医師会

は全体推進と後方支援

保健所参画

Aタイプ
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支援

市区町村

研修

運営支援

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

県医師会等
専門職団体

リーダーや

キーパーソン

都道府県

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

市区町村 市区町村

市区町村 市区町村

フォロー

きめ細やか・継続的な支援

保健所 郡市医師会等

地域の専門職団体

地域のリーダー

やキーパーソン

国
地方厚生局

連携・協⼒
支援

都道府県

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

➊
医介連携

部門

在宅医療

部門

➋

➍

➎

➏

➏

コーディネータ➏
➐

都道府県・市区町村の

中間層の支援基盤

教育・研究機関
（公⽴⼤学等）

➌

支援

関係性薄

保健所の関わりは高

県・県医師会他専門職との関係性薄

→地域へのきめ細かな支援は保健所

単位で実施できているが、県医師会

グリップ弱く、全体推進力の影響

保健所参画

？

Bタイプ
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支援

市区町村

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

県医師会等
専門職団体

リーダーや

キーパーソン

都道府県

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

市区町村 市区町村

市区町村 市区町村

保健所 郡市医師会等

地域の専門職団体

地域のリーダー

やキーパーソン

国
地方厚生局

連携・協⼒
支援

都道府県

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

➊
医介連携

部門

在宅医療

部門

➋

➍

➎

➏

➏

コーディネータ➏
➐

都道府県・市区町村の

中間層の支援基盤

教育・研究機関
（公⽴⼤学等）

➌

支援

関係性濃

保健所の関わり低

県・県医師会他専門職との関係性濃

→全体としての推進力はあるが、

地域へのきめ細かな支援に欠ける

可能性

？
保健所参画・・低

Cタイプ
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支援

市区町村

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

教育・研究機関
（公⽴⼤学等）

県医師会等
専門職団体

リーダーや

キーパーソン

都道府県

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

市区町村 市区町村

市区町村 市区町村

保健所 郡市医師会等

地域の専門職団体

地域のリーダー

やキーパーソン

国
地方厚生局

連携・協⼒
支援

都道府県

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

情報提供と共有

横の関係を展開する

ための場の設置

➊
医介連携

部門

在宅医療

部門

➋

➌

➎

➏

➏

➏

都道府県・市区町村の

中間層の支援基盤

➍

支援

県との協定のもと

配置

県との協定

コーディネータ
➐

保健所の関わり低

県・県医師会との関係性濃

→地域への支援は県・医師会協定による

コーディネータに期待するところ大

・・・育成は県と県医師会共通の課題

保健所参画・・低

？

Dタイプ
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支援

市区町村

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

県医師会等
専門職団体

リーダーや

キーパーソン

都道府県

他の機能と連携

することによる

継続性担保・質の向上

市区町村 市区町村
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➊
医介連携
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在宅医療
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➋

➍

➎

➏

➏

コーディネータ➏
➐

都道府県・市区町村の

中間層の支援基盤

教育・研究機関
（公⽴⼤学等）

➌

支援

関係性薄

保健所の関わりは薄

県・県医師会の関係性薄

但しモデルとなるような強い地域がある

→全体としての推進力は低いが、

複数地域のモデルが牽引している

？
保健所参画・・薄

Eタイプ
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ポイント︓在宅医療・在宅医療介護連携の推進の鍵となるコーディネータの強化・育成

� 新潟県、在宅医療・介護連携・地域包括ケアシステムを推進する上で重要な連携先であ
る医師会の共通課題として、県内に配置したコーディネータのさらなる資質向上が求めら
れているのではないか。

� これは、県と県医師会によって、郡市医師会単位で在宅医療拠点を整備し、コーディネータ
を配置したような場合とは限らない。現在、4割の市町村では郡市医師会や病院・診療所
に在宅医療・介護連携の相談窓⼝を置き、コーディネータを配置している状況がある。

→多職種連携の推進･･すなわち在宅医療を推進しうる者、そして市町村と郡市医師会の
連携を強化しうる者としてのコーディネータの育成・資質向上は、市町村と郡市医師会に
共通する課題ではないか。

� 「コーディネータ」がどうあるべきか・どのように育成すべきかは、「市町村を支援する県」そして
「郡市医師会を支援する県医師会等」に共通する非常に重要な課題の１つである。

→その人材像や育成策は、在宅医療及び在宅医療・介護連携の推進に際しての重要な
支援の１つとして、県内での推進支援体制を強化していく中で医師会と連携して検討
を深めるべき内容ではないか。
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他⾃治体事例の紹介）⼤阪市

在宅医療･介護連携〜地域包括ケアの推進

県医師会等
専門職団体

健康局健康福祉部
健康施策課

区

市保健所

福祉局高齢者施策部
高齢福祉課

在宅医療・

介護連携 支援

保健

福祉課

認知症施策、

地域ケア会議、

生活支援の充実強化

地域ケア会議等

地域包括

支援センター
医療機関連絡会等

クリニック・診療所

体制について①

健康局健康施策課に連絡調整担当課⻑と

係⻑を配置

（兼福祉局⽣活福祉部連絡担当課⻑・係⻑）

→保健福祉施策の連絡調整、保健福祉センター

業務にかかる区⻑指⽰の連絡調整

保健福祉

センター

コーディネータ

（相談支援室）

体制について②

各区役所の中に市保健所の出先である

「保健福祉センター」があり、保健福祉セ

ンター所⻑（副区⻑）を補助する組織とし

て「保健福祉課」をあて、その課には「地域

包括ケア推進」の役割を持つ者がいる。

地区医師会

健康局・福祉局合同で

「地域包括ケアシステム推進研修会」

4つの事業の面から区は検討

10
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それぞれの役割を明確に

資料）在宅医療・介護連携推進事業～大阪市の取組み～

11



Copyright 2018 FUJITSU LIMITED

(ｳ)切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進
(ｴ)医療・介護関係者の情報共有の⽀援
(ｵ)在宅医療・介護連携に関する相談⽀援 ・・・を実施

資料）平成29年度大阪市高齢者等在宅医療・介護連携に関する相談支援事業の概要
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東淀川区医師会の取組み

� 在宅医療・介護連携相談⽀援室の受託法⼈は結果的に地区医師会だが、プロポで決定。

（受託に向けて地区医師会もアクションを起こしている）

→但し、それぞれの区・地区医師会の取り組みには濃淡あり。
各相談支援室のコーディネータ数は違うが、市が要求する要件・委託費は全区共通。

� 東淀川区医師会の在宅医療・介護連携相談⽀援室のコーディネータは2名。

� 東淀川区では、以前より在宅医療、多職種・他職種連携の検討がされており、地区医師
会は「こぶしネット」事務局も運営。

→そして、在宅医療・介護連携推進事業が開始、相談⽀援室/コーディネータ配置。
在宅医療・介護連携相談⽀援室の役割、こぶしネットや地域包括⽀援センター等の
既存資源との関係・関わり方を、地区医師会・コーディネータは「考えた」

→あわせて、在宅医療推進のため、医師・住⺠双⽅の啓発、在宅医療の環境整備を実施

資料）大阪市高齢者等在宅医療・介護連携相談支援室受託法人一覧

資料）東淀川区における在宅医療・介護連携推進事業の展開・および同資料

13
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市は方針・役割・期待を「区」「医師会」「コーディネータ」に明確に提示

継続的な視点で支援体制も整備

� コーディネータ手引書で、受託法人(医師会)、コーディネータ、区、市の担うべき役割を提示
さらにコーディネータがどのように業務を進めていくか（PDCA）も提示。

→指針が必要と考えて市担当者が作成（逐次バージョンアップ）、コーディネータの拠り所に。

� さらに、資質向上・情報交換しながら一緒に進めていくための場である連絡会(月1回)設定、
必要なテーマを検討して実施。（アンケート分析方法等の実務的なものも）

→現場の声で実施、コーディネータの不安解消、コーディネータとしての資質向上と連帯感。
連絡会テーマは、企画部隊として4ブロックのコーディネータと市担当でWGをつくり、検討。

資料）高齢者等在宅医療・介護連携に関する相談支援事業コーディネータ手引書 ver.2

資料）在宅医療・介護連携支援コーディネータ連絡会内容及び情報交換テーマ

3年目の東淀川区コーディネータ（看護師）は、東淀川区医師会担当理事、東淀川区と密な
連携(月次報告・4半期報告・年度末評価と計画策定・・は３者で実施)のもと、取組みを推進。

現在は⾃分の地域の課題把握や⽀援の⾒⽴て、具体のアクションを⾏う等の能⼒を⼗分に発揮、
名実ともに在宅医療推進、在宅医療・介護連携推進の重要なHUBとなってきている。

資料）東淀川区在宅医療・介護連携相談支援室の取組み

行動管理目標/活動実施・評価、課題把握シート

第1回大阪市「在宅医療介護連携相談支援室」活動報告会

14
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各主体の役割

資料）高齢者等在宅医療・介護連携に関する相談支援事業コーディネータ手引書 ver.2

受託法人
の役割
（医師会）

コーディネータがその役割をしっかりと果たすためには、受託法⼈として、この業務全体を円滑

に、かつ、確実に進めていく実施体制を構築しておくことが必要と考えます。具体的には、業
務全体の進捗管理や、コーディネータに対する⽀援について、協議、検討する場を設置して、

受託法⼈としてコーディネータ業務をバックアップする体制が不可⽋です。

コーディネータ
の役割

① 医療と介護の「橋渡し役」

② 医療・介護関係者や関係機関との「顔の⾒える関係」の構築

③ 切れ目のない医療・介護の提供体制構築のための「医療・介護分野における課題抽出

と解決に向けた取組み支援」
④ 医療・介護関係者のスムーズな「情報共有」の⽀援

⑤ 区役所の在宅医療・介護連携推進事業担当職員との連携

区役所
の役割

区役所としては、これまで培ってきた医療・介護関係機関との連携に係る取組についてのノウ

ハウを活かし、「相談⽀援室」の業務内容を⼗分に理解したうえで、「相談⽀援室」の業務

をバックアップすると共に連携を強化し、各区の地域特性に応じた取り組みを推進する。(連
携例の提⽰）

市健康局
の役割

各区における在宅医療・介護連携の取組状況を把握し、施策の進捗状況を確認し、目標

達成に向け、積極的に区役所を支援する。健康局においては、各区で出てきた広域的な
課題等を集約したうえで、「⼤阪市在宅医療・介護連携推進会議」を開催し、区間や他市

との連携についての問題提起や制度設計等の検討を⾏う。また、各区間の情報の共有や

職員・受託法⼈（コーディネータ）のスキルアップを図るための取り組みを⾏う。

15



Copyright 2018 FUJITSU LIMITED

事例から⾒えたこと（粗い私⾒）

� 役割等の明確化
市(=県)・区(=市町村)・医師会・コーディネータの役割、⾏うべきことが明確に提⽰された
ことは、各主体にとって意義深い。
※ちなみに、地区医師会理事は「区の役割」の部分を区担当に⾒せ、説明。

→当時(⽴ち上げ期)のため市担当が中心に検討、しかし今(拡充期)なら⾏政と医師会が⼀緒に考えることが必要か

� 自治体・医師会・コーディネータの協議の場
コーディネータの振り返り、区(=市町村)・医師会・コーディネータが共通して議論・協議する場
があることで、視点や課題意識・⽅向性が揃う。それが実施できるよう、「しくみ」としてあらかじめ

設定することが有効。たとえば、コーディネータからの毎月の報告、計画/評価の検討は必ず
区・医師会の3者で実施する等の「方法を示す」。
→どう機会を設定するのか︖約束事・プロセスとして設定することの意味

� コーディネータが集う場の設定
市内各区(=市町村)のコーディネータが集う場は、ノウハウの共有や相互⽀援、意識向上、
仲間意識醸成にも非常に有効であり、研修等の場としても機能。「もはや無いと困る」仕組み。
→場をつくることが、成熟につながり、⾃⽴運営の方向へと結びつく

� 「地域包括ケアシステム」としての視点
課等が分かれていても、情報共有が図られるような組織構成とし、現場でも各事業が連動する
ような仕掛けを取り入れている。その結果、区担当、各事業の委託先も連動してきている。
→縦割りになりがちな事業を、どう地域で結びつけていくかに苦心
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第１回の議論から 〜現状の整理

市町村/市町村職員・医師会/コーディネータの双方に対し、
次の⽀援策はどうなっているのか︖

個⼈︓⼈材の資質向上・質の⾼い⼈材の確保

組織︓事業に対する正しい理解

どのような取り組み⽅があるのか︖

いろいろな視点の例

・統一の方向・・・方向性・仕様・目標の設定・提示 →ミッション・役割・⽴場の認識

→その上でカスタマイズも可能

・誰にでも取り組めるように・・プロセスの提示 →資質のばらつきをカバー

・⾃分事にする⽅法・・「⾃分の仕事」という認識 →能動的な取組に

・全体での質の担保・向上・・情報獲得・底上げ →取り組む上での不安の解消

→同じ分野の仲間意識

これに対して、県・県医師会は

それぞれの⽴場・役割から

●どのようなことをすべきか︖

●どのようなことができるのか︖

18

Copyright 2018 FUJITSU LIMITED

第１回の議論から 〜現状の整理

具体的な姿の提示

それを実現するための

⽀援策が不⾜︖

役割分担・ミッション

が不明確︖

組織の理解が

不⾜︖

現状は

個⼈の努⼒で

カバー︖

市町村/市町村職員
医師会/コーディネータの双方に対し、
次の⽀援策はどうなっているのか︖

個⼈︓⼈材の資質向上

・質の高い人材の確保

組織︓事業に対する正しい理解
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第１回の議論から 〜例︓⼈材の資質向上の⽀援策

人材

（コーディネータ）

人材

（市町村）

人材育成

支援策は

どうか

研修の実施体制

研修の内容
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